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表紙

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主
様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無に関わらず、株主の皆様に電子提供措
置事項から上記の事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りしております。

第93期定時株主総会資料

電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書

（ 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで ）

（単位：千円）
株 主 資 本 その他の包括利益累計額

純 資 産
合 計資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 2,107,843 2,331,387 4,631,463 △293,972 8,776,722 967,306 172,529 1,139,835 9,916,558

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △113,514 △113,514 △113,514
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 78,633 78,633 78,633

自己株式の取得 △92,574 △92,574 △92,574
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
（ 純 額 ）

427,844 29,721 457,565 457,565

当期変動額合計 － － △34,880 △92,574 △127,454 427,844 29,721 457,565 330,110

当 期 末 残 高 2,107,843 2,331,387 4,596,582 △386,546 8,649,267 1,395,150 202,250 1,597,401 10,246,669

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数　３社
子会社は平和興産㈱、㈱辻󠄁和及び平和紙業（香港）有限公司の３社であり、すべて連結しております。

⑵ 持分法の適用に関する事項
持分法を適用すべき関連会社はありません。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
平和興産㈱、㈱辻󠄁和及び平和紙業（香港）有限公司の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券
・満期保有目的の債券…………………償却原価法（定額法）
・その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの…時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定)

・市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法
ロ. 棚卸資産………………………………主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法によっております。
ただし、建物及び構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建物及び構築物　　　　　　　　　３～50年
・機械装置及び運搬具　　　　　　　３～12年

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・ソフトウエア　　　　　　　　　　　　５年

ハ. リース資産
・所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び国内連結子会社

は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。在外連結子会社は、取引先の財政状態を勘案
して個別に回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金……………………………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計
年度に帰属する額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　当社及び連結子会社においては、主に紙、紙加工品等の商品の販売を行っております。このような商品
の販売については、顧客が商品を検収した時点、又は顧客が手配した運送業者に商品を引き渡した時点で
当該商品に対する支配が顧客に移転することから、履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認
識しております。

－ 2 －
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連結注記表

当連結会計年度
商品 3,685,903
貯蔵品 48,817

　当社及び連結子会社は、商品の販売において、仲介業者又は代理人としての機能を果たす場合があるた
め、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客から受け取る対価の総額か
ら仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。本人か代理人かの検討に際して
は、下記の指標に基づき総合的に判断しております。

・当社及び連結子会社が、商品を提供する約束の履行に対する主たる責任を有している
・商品が顧客に移転される前、又は顧客への支配の移転の後に、当社及び連結子会社が在庫リスクを有

している
・商品の価格の設定において当社及び連結子会社に裁量権がある

　なお、収益認識適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品の国内の販売において、出荷時
から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識
しております。請求済未出荷契約については、顧客からの依頼に基づいて当該商品が顧客に属するものと
して区分して識別された時点で収益を認識しております。
　これらの商品の販売に対する取引の対価は、商品の引き渡し後、概ね４ヶ月以内に受領しており、重要
な金融要素は含んでおりません。

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。在外連結子会社の資産、負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

⑥ 重要なヘッジ会計の方法
イ. ヘッジ会計の方法

為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。
ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段 …………………為替予約取引
・ヘッジ対象 …………………外貨建債権債務及び外貨建予定取引

ハ. ヘッジ方針
社内規程に基づき、将来の為替変動リスク回避のためにヘッジを行っております。

ニ. ヘッジ有効性評価の方法
振当処理の要件をもって、有効性の判定に代えております。

⑦ その他連結計算書類作成のための重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法………当社及び国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費

用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債
務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

２. 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に関する注記
（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
　（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　従来、建物及び構築物の減価償却方法につきましては、主として定率法を採用しておりましたが、当連
結会計年度より定額法に変更しております。
　この変更は、名古屋地区における等価交換方式によるオフィス及び賃貸用住宅の取得を契機に当社グル
ープの建物及び構築物の使用状況を検証した結果、今後も長期安定的に使用することが見込まれることか
ら、定額法により耐用年数の期間にわたって均等に費用配分することが、これらの使用実態をより適切に
反映するものと判断したことによるものであります。
　これにより、従来の方法と比べて、当連結会計年度の売上総利益は93千円増加、営業利益、経常利益及
び税金等調整前当期純利益はそれぞれ31,572千円増加しております。

３. 会計上の見積りに関する注記
⑴ 棚卸資産

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
（単位：千円）

－ 3 －
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当連結会計年度
貸倒引当金（流動） △493
貸倒引当金（固定） △1,450

当連結会計年度
有形固定資産 2,910,206
無形固定資産 42,937

当連結会計年度
繰延税金資産 60,902
繰延税金負債 620,005

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループの保有する棚卸資産は、需給関係の変化による価格変動リスクに晒されております。当社
グループは過去の売上実績を基礎として棚卸資産の正味売却価額を見積り、取得価額と時価を比較して評
価減を検討しております。
　実際の需給関係が見積りよりも悪化した場合、追加の評価減が必要となる可能性があります。

⑵ 貸倒引当金
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：千円）

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループの保有する債権に係る損失が見込まれる場合、その損失に充てる必要額を見積もり、引当
金を計上しております。一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
　将来、債務者の財務状況が悪化した場合、引当金の追加計上等による損失が発生する可能性がありま
す。

⑶ 固定資産の減損処理
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：千円）

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、固定資産の減損会計の適用にあたり、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最
小単位によって資産のグルーピングを行っており、原則として管理会計上の区分を基準にグルーピングを
行っております。収益性が著しく低下した資産グループに関しては、固定資産の帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。
　将来、経済環境の著しい悪化や市場価格の著しい下落の発生如何によっては、減損損失を計上する可能
性があります。

⑷ 繰延税金資産の回収可能性
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：千円）

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、繰延税金資産の回収可能性を評価するに際して将来の課税所得を合理的に見積もって
おります。繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、課税所得がその見積り
額を下回る場合、繰延税金資産が取崩され、税金費用が計上される可能性があります。

－ 4 －
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 3,253,256千円

⑵ 受取手形及び売掛金のうち顧客との契約から生じた債権の金額
受取手形 113,635千円

売掛金 2,601,882千円

⑶ 流動負債その他に計上されている契約負債の科目及びその金額
前受金 2,737千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 10,116,917株 －株 －株 10,116,917株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 657,395株 208,500株 －株 865,895株

・配当金の総額 56,757千円
・１株当たり配当額 ６円
・基準日 2025年 3 月31日
・効力発生日 2025年 6 月27日

・配当金の総額 56,757千円
・１株当たり配当額 ６円
・基準日 2025年 9 月30日
・効力発生日 2025年12月 1 日

・配当金の総額 55,506千円
・１株当たり配当額 ６円
・基準日 2026年 3 月31日
・効力発生日 2026年 6 月26日

４. 連結貸借対照表に関する注記

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

⑵ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

⑶ 配当に関する事項
① 配当金支払額

イ. 2025年６月26日開催の第92期定時株主総会決議による配当に関する事項

ロ. 2025年11月11日開催の取締役会決議による配当に関する事項

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　2026年６月25日開催の第93期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

６. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については銀行
借入による方針であります。デリバティブは、為替の変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引
は行いません。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当
該リスクに関しては、当社の与信管理規程に従い、各本支店において本支店長が主要な取引先の状況を定
期的にモニタリングし、取引先ごとの期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収
懸念の早期把握や軽減を図っており、連結子会社についても、これに準じた管理を行っております。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時　　価
（千円）

差　　額
（千円）

現金及び預金 2,224,226 2,224,226 －

投資有価証券（＊2） 3,601,540 3,600,100 △1,440

資産計 5,825,766 5,824,326 △1,440

リース債務（＊3） 111,336 111,336 －

負債計 111,336 111,336 －

区　　分 当連結会計年度（千円）

非上場株式 108,822

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企
業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。また、満期保有目的の債券
は、当社の資金運用投資基準に従い、格付けの高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少で
あります。
　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、ほとんどが４ヶ月以内の支払期日でありま
す。
　短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、固定金利により調達しております。
　デリバティブ取引は、海外子会社の円建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目
的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方
針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要
な事項に関する注記等⑷会計方針に関する事項⑥重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資
金担当部門が決済担当者の承認を得て行っております。なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限
定しているため信用リスクはほとんどないと認識しております。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社は各部署からの報告に基づき経理
財務部が随時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管
理しております。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（＊1） 受取手形及び売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金、未払法人税等
については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略して
おります。

（＊2） 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表
計上額は以下のとおりであります。

（＊3） １年以内返済予定のリース債務については、リース債務に含めて表示しております。

⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 3,426,453 － － 3,426,453

その他 75,087 － － 75,087

資産計 3,501,540 － － 3,501,540

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

現金及び預金

現金及び流動性預金 2,194,226 － － 2,194,226

定期預金 － 30,000 － 30,000

投資有価証券

満期保有目的の債券

社債 － 98,560 － 98,560

資産計 2,194,226 128,560 － 2,322,786

リース債務（＊1） － 111,336 － 111,336

負債計 － 111,336 － 111,336

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（＊１） １年以内返済予定のリース債務については、リース債務に含めて表示しております。

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

現金及び預金
　現金、流動性預金は帳簿価額を時価としており、その時価をレベル１の時価に分類しております。定期
預金の時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額を時価としており、レベル２の時価に分類し
ております。

投資有価証券
　上場株式及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた
め、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社債は、市場での取引
頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類して
おります。

リース債務
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引
現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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貸借対照表計上額 時価
944,137 1,389,719

報告セグメント
合計

和洋紙卸売業 不動産賃貸業

顧客との契約から生じる収益 15,786,630 － 15,786,630

その他の収益（＊1） － 10,295 10,295

外部顧客への売上高 15,786,630 10,295 15,796,925

当連結会計年度（期首）
（2025年４月１日）

当連結会計年度（期末）
（2026年３月31日）

顧客との契約から生じた債権
　受取手形及び売掛金
　電子記録債権

3,400,830
1,660,765

2,715,518
1,924,791

契約負債
　前受金 5,672 2,737

７. 賃貸等不動産に関する注記
⑴ 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、大阪府、愛知県その他の地域において、賃貸用のオフィスビルおよび住宅（土地を含む。）を
有しております。

⑵ 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

８. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（＊１）不動産賃貸業の収益は企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」等を適用して認識してお
ります。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 ⑷会計方針に関する事項④収
益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の内訳は、以下のとおりであります。
（単位：千円）

（注）１. 当連結会計年度に認識した収益のうち、期首時点の契約負債に含まれていた額は5,672千円
であります。

２. 契約負債の増減は、主として前受金の受取り（契約負債の増加）と、収益認識（同、減少）
により生じたものであります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、顧客と
の契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

９. 退職給付に関する注記
⑴ 採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度として確定給付企業
年金制度及び退職一時金制度を採用しております。当社及び国内連結子会社が有する確定給付企業年金制度
及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。
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退職給付に係る負債の期首残高 258,026千円
退職給付費用 83,467
退職給付の支払額 △38,556
制度への拠出額 △36,658

退職給付に係る負債の期末残高 266,279

積立型制度の退職給付債務 882,685千円
年金資産 △616,406
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 266,279

退職給付に係る負債 266,279
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 266,279

簡便法で計算した退職給付費用 83,467千円

⑴ １株当たり純資産額 1,107円62銭
⑵ １株当たり当期純利益 ８円38銭

⑵ 確定給付制度
① 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

② 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付
に係る資産の調整表

③ 退職給付費用

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（ 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
固 定 資 産
圧 縮 特 別
勘定積立金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,107,843 1,963,647 367,740 2,331,387 271,955 7,419 620,643 2,000,000 1,567,592 4,467,611

当 期 変 動 額
固定資産圧縮
積立金の積立 620,643 △620,643 －

固定資産圧縮
積立金の取崩 △851 851 －

固 定 資 産 圧 縮
特別勘定積立金
の 取 崩 し

△620,643 620,643 －

剰余金の配当 △113,514 △113,514

当期純利益 155,501 155,501

自己株式の取得
株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 当 期
変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － － 619,792 △620,643 － 42,838 41,987

当 期 末 残 高 2,107,843 1,963,647 367,740 2,331,387 271,955 627,211 － 2,000,000 1,610,431 4,509,598

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産
合 計

自己株式 株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差 額 金

評価・換算
差額等 合 計

当 期 首 残 高 △293,972 8,612,870 967,306 967,306 9,580,177

当 期 変 動 額
固定資産圧縮
積立金の積立 － －

固定資産圧縮
積立金の取崩 － －

固 定 資 産 圧 縮
特別勘定積立金
の 取 崩 し

－ －

剰余金の配当 △113,514 △113,514

当期純利益 155,501 155,501

自己株式の取得 △92,574 △92,574 △92,574
株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 当 期
変動額（純額）

427,844 427,844 427,844

当期変動額合計 △92,574 △50,586 427,844 427,844 377,257

当 期 末 残 高 △386,546 8,562,283 1,395,150 1,395,150 9,957,434

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券………………償却原価法（定額法）
・子会社株式…………………………移動平均法による原価法
・その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

・商品…………………………………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

・貯蔵品………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法によっております。
ただし、建物及び構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建物、構築物　　　　　　　３～50年
・機械及び装置　　　　　　　７～12年
・工具、器具及び備品　　　　２～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・ソフトウエア　　　　　　　５年

③ 長期前払費用 期間を基準に償却しております。
④ リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。

⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金…………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金…………………………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に帰
属する額を計上しております。

③ 退職給付引当金……………………従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の
計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする
方法を用いた簡便法を適用しております。

⑷ 収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　当社においては、主に紙、紙加工品等の商品の販売を行っております。このような商品の販売について
は、顧客が商品を検収した時点、又は顧客が手配した運送業者に商品を引き渡した時点で当該商品に対する
支配が顧客に移転することから、履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
　当社は、商品の販売において、仲介業者又は代理人としての機能を果たす場合があるため、当社が代理人
に該当すると判断したものについては、顧客から受け取る対価の総額から仕入先に対する支払額を差し引い
た純額で収益を認識しております。本人か代理人かの検討に際しては、下記の指標に基づき総合的に判断し
ております。
　・当社が、商品を提供する約束の履行に対する主たる責任を有している
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当事業年度
商品 3,243,391
貯蔵品 42,691

　・商品が顧客に移転される前、又は顧客への支配の移転の後に、当社が在庫リスクを有している
　・商品の価格の設定において当社に裁量権がある
　なお、収益認識適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品の国内の販売において、出荷時か
ら当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識して
おります。請求済未出荷契約については、顧客からの依頼に基づいて当該商品が顧客に属するものとして区
分して識別された時点で収益を認識しております。
　これらの商品の販売に対する取引の対価は、商品の引き渡し後、概ね４ヶ月以内に受領しており、重要な
金融要素は含んでおりません。

⑸ 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段……………………為替予約取引
・ヘッジ対象……………………外貨建債権及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針
社内規程に基づき、将来の為替変動リスク回避のためにヘッジを行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
振当処理の要件をもって、有効性の判定に代えております。

２. 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に関する注記
（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
　（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　従来、建物及び構築物の減価償却方法につきましては、主として定率法を採用しておりましたが、当事
業年度より定額法に変更しております。
　この変更は、名古屋地区における等価交換方式によるオフィス及び賃貸用住宅の取得を契機に当社の建
物及び構築物の使用状況を検証した結果、今後も長期安定的に使用することが見込まれることから、定額
法により耐用年数の期間にわたって均等に費用配分することが、これらの使用実態をより適切に反映する
ものと判断したことによるものであります。
　これにより、従来の方法と比べて、当事業年度の売上総利益は1,835千円増加、営業利益、経常利益及
び税引前当期純利益はそれぞれ31,572千円増加しております。

３. 会計上の見積りに関する注記
⑴ 棚卸資産

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
（単位：千円）

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社の保有する棚卸資産は、需給関係の変化による価格変動リスクに晒されております。当社は過去の
売上実績を基礎として棚卸資産の正味売却価額を見積り、取得価額と時価を比較して評価減を検討してお
ります。
　実際の需給関係が見積りよりも悪化した場合、追加の評価減が必要となる可能性があります。
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当事業年度
貸倒引当金（流動） △453
貸倒引当金（固定） △1,450

当事業年度
有形固定資産 2,814,453
無形固定資産 38,596

当事業年度
繰延税金資産 －
繰延税金負債 620,243

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 2,790,730千円

平和紙業（香港）有限公司 132,477千円

① 短期金銭債権 97,624千円
② 短期金銭債務 109,224千円

⑵ 貸倒引当金
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社の保有する債権に係る損失が見込まれる場合、その損失に充てる必要額を見積もり、引当金を計上
しております。一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
　将来、債務者の財務状況が悪化した場合、引当金の追加計上等による損失が発生する可能性がありま
す。

⑶ 固定資産の減損処理
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、固定資産の減損会計の適用にあたり、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位に
よって資産のグルーピングを行っており、原則として管理会計上の区分を基準にグルーピングを行ってお
ります。収益性が著しく低下した資産グループに関しては、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。
　将来、経済環境の著しい悪化や市場価格の著しい下落の発生如何によっては、減損損失を計上する可能
性があります。

⑷ 繰延税金資産の回収可能性
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、繰延税金資産の回収可能性を評価するに際して将来の課税所得を合理的に見積もっておりま
す。繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、課税所得がその見積り額を下
回る場合、繰延税金資産が取崩され、税金費用が計上される可能性があります。

４. 貸借対照表に関する注記

⑵ 偶発債務
下記関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

⑶ 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
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① 売上高 55,661千円
② 仕入高 299,146千円
③ 倉庫料等 269,029千円
④ 営業取引以外の取引高 9,359千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普 通 株 式 657,395株 208,500株 －株 865,895株

繰延税金資産 賞 与 引 当 金 34,513千円
未 払 事 業 税 7,692千円
商 品 評 価 損 39,146千円
退 職 給 付 引 当 金 69,836千円
長 期 未 払 金 1,377千円
投 資 有 価 証 券 評 価 損 112,095千円
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 7,542千円
資 産 除 去 債 務 23,358千円
そ の 他 30,124千円
小 計 325,683千円
評 価 性 引 当 額 △124,067千円
合 計 201,616千円

繰延税金負債 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △288,426千円
合 併 時 土 地 評 価 差 額 金 △24,813千円
資 産 除 去 債 務 △1,747千円
その他有価証券評価差額金 △504,588千円
そ の 他 △2,285千円
合 計 △821,859千円
繰 延 税 金 負 債 の 純 額 △620,243千円

法定実効税率 30.6％

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.2％
住 民 税 均 等 割 3.8％
過 年 度 法 人 税 等 △0.4％
税制改正による税率変更 △1.2％
そ の 他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.1％

５. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

７. 税効果会計に関する注記
⑴ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

⑵ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との主な差異原因

（調整）
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（単位：千円）

種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 平和紙業(香港)
有 限 公 司

所有
直接100％ 役員の兼任

債 務 保 証
（ ※ １ ） 132,477 ― ―

資金の貸付
（ ※ ２ ） 73,074 その他流動資産 77,520

利息の受取
（ ※ ２ ） 3,359 その他流動資産 974

⑴ １株当たり純資産額 1,076円36銭
⑵ １株当たり当期純利益 16円57銭

８. 関連当事者との取引に関する注記

取引条件及び取引条件の決定方針等
（※１) 平和紙業（香港）有限公司の金融機関からの借入につき、債務保証を行ったものであります。
（※２) 資金の貸付については、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しており、取引額については期中平均

残高を記載しております。

９. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 ⑷収益及び費
用の計上基準」に記載のとおりであります。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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